
   津市木材利用促進事業補助金交付要綱  

 

平成２６年３月３１日訓第２１号  

 

 改正 平成２７年３月３１日訓第３７号  

    平成３１年３月２９日訓第１３号 

    令和４年３月２９日訓第１６号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市における地域産材の需要拡大及び利用の促進を図る

ため、津市補助金等交付規則（平成１８年津市規則第４４号。以下「規則」

という。）の規定に基づき補助金を交付することに関し必要な事項を定める

ものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

⑴ 地域産材 本市の区域内の森林から産出された木材で、三重県内の製材

業者等の産地証明書が交付される木材をいう。  

⑵ 主要部材 土台、大引、根太、通柱、管柱、間柱、梁、桁、筋かい、小

屋束、棟木、母屋及び垂木をいう。 

⑶ 在来工法 木材を使用した土台、柱、梁等で建物を組み立てる木造建築

物の工法をいう。 

（名称） 

第３条 第１条の補助金は、「木材利用促進事業補助金」（以下「補助金」と

いう。）と称する。 

（交付の対象） 

第４条 補助金は、本市の区域内で新たに自ら居住する住宅の建築（建替えを

含む。以下同じ。）を行う者で、次に掲げる条件のいずれにも該当するもの

に対して、主要部材に要する費用をその対象として、これを交付するものと

する。 

⑴ 市税を滞納していない者であること。 

⑵ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員と



関係を有する者でないこと。 

（対象建築物） 

第５条 補助金の対象となる建築物（以下「対象建築物」という。）は、次の

各号のいずれにも該当するものとする。 

 ⑴ 主要部材に地域産材を材積の６０パーセント以上又は１２立方メートル

以上使用していること。 

⑵ 建築する住宅が併用住宅の場合は、居住部分が延べ床面積の２分の１以

上であること。 

⑶ 本市の区域内に事務所を有する事業者と請負契約を締結し、建築する住

宅であること。 

⑷ 在来工法により建築される木造建築物であること。  

⑸ 補助金の申請年度に着手し、当該年度内に棟上げまで完了する住宅であ

ること。 

（補助金の額） 

第６条 補助金は、地域産材の使用量に１立方メートル当たり２５，０００円

を乗じて得た額（当該額が３００，０００円を超えるときは、３００，００

０円）を限度とし、予算で定める範囲内において、これを交付するものとす

る。 

２ 前項の規定により算出された補助金の額に１００円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てるものとする。 

（交付の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、木材利用促進事業補助金交付申

請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添え、市長に提出しなければならな

い。 

⑴ 地域産材使用計画書 

⑵ 市税完納証明書 

⑶ 対象建築物の建築に係る契約書又はこれに代わる書類の写し 

⑷ 対象建築物の位置図、平面図、矩計図及び建築面積計算表 

⑸ 建築予定箇所の写真 

（実績の報告） 

第８条 補助金の交付決定を受けた者は、対象建築物の棟上げが完了した日か

ら起算して２０日を経過した日又は補助金の交付の決定に係る会計年度が終

了する日のいずれか早い日までに、木材利用促進事業実績報告書（第２号様



式）に次に掲げる書類を添えてこれを行わなければならない。 

⑴ 地域産材使用実績書 

⑵ 地域産材産地証明書 

⑶ 主要部材の棟上げ完了写真 

（補助金の請求） 

第９条 補助金の交付決定を受けた者は、規則第１３条の規定により補助金等

交付確定通知書（規則第７号様式）の交付を受けたときは、木材利用促進事

業補助金請求書（第３号様式）を市長に提出して、補助金の交付を請求する

ものとする。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この訓は、平成２６年４月１日から施行する。  

   附 則（平成２７年３月３１日訓第３７号）  

１ この訓は、平成２７年４月１日から施行する。  

２ 改正後の津市木材利用促進事業補助金交付要綱の規定は、この訓の施行の

日以後の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係る補助金につ

いては、なお従前の例による。 

   附 則（平成３１年３月２９日訓第１３号） 

１ この訓は、平成３１年４月１日から施行する。  

２ 改正後の津市木材利用促進事業補助金交付要綱の規定は、この訓の施行の

日以後の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係る補助金につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（令和４年３月２９日訓第１６号） 

１ この訓は、令和４年４月１日から施行する。  

２ 改正後の津市木材利用促進事業補助金交付要綱の規定は、この訓の施行の

日以後の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係る補助金につ

いては、なお従前の例による。 

  



第１号様式（第７条関係） 

 

木材利用促進事業補助金交付申請書  

 

年   月   日  

 

（宛先）津市長 

 

（〒       ） 

住 所        

申請者 氏 名       ㊞  

 

 

 

 

電 話 

 

 津市木材利用促進事業補助金交付要綱第７条の規定により、木材利用促進事

業補助金の交付を次のとおり申請します。 

１ 交付申請額 

         円 

 

２ 添付書類 

⑴ 地域産材使用計画書 

⑵ 市税完納証明書 

⑶ 対象建築物の建築に係る契約書の写し又はこれに代わる書類の写し 

⑷ 対象建築物の位置図、平面図、矩計図及び建築面積計算表 

⑸ 建築予定箇所の写真 

 

※ 申請者（法人にあっては、代表者）の氏名を自署する場合は、押印を省略

することができます。 

         

法人その他の団体にあっては、

主たる事務所又は事務所の所在

地、名称及び代表者の氏名 



別紙 

地域産材使用計画書 

１ 対象建築物の建築場所 津市 

２ 対象建築物の種類 住宅（専用住宅・併用住宅）   

３ 
対象建築物の延べ床面積 

（併用住宅は居住面積） 
         平方メートル 

４ 事業者名  

５ 建築契約年月日       年   月   日 

６ 着手予定年月日       年   月   日 

７ 棟上げ完了予定年月日       年   月   日 

８ 

対象使用量及び使用率  

木材使用量          立方メートル 

地域産材使用量          立方メートル 

地域産材使用率          パ－セント 

主

要

部

材 

部材名 
地域産材 

(㎥) 

その他 

(㎥) 

合計 

（㎥） 

土台・大引・根太          

柱(通柱・管柱・間柱)    

桁・梁・筋かい    

小屋束・棟木・母屋・垂木      

計 
   



備考 

１ 使用量は、㎥単位とし、小数点以下第３位を四捨五入すること。 

２ 使用率は、％単位とし、小数点以下第２位を四捨五入すること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



第２号様式（第８条関係） 

 

木材利用促進事業実績報告書 

 

年   月   日  

 

（宛先）津市長 

 

（〒       ） 

住 所        

申請者 氏 名       ㊞  

 

 

 

 

電 話 

 

津市木材利用促進事業補助金交付要綱第８条の規定により、次のとおり報告

します。 

 

１ 交付決定額 

         円 

 

２ 添付書類 

⑴ 地域産材使用実績書（別紙１） 

⑵ 地域産材産地証明書（別紙２） 

⑶ 主要部材の棟上げ完了写真 

 

※ 申請者（法人にあっては、代表者）の氏名を自署する場合は、押印を省略

することができます。 

  

法人その他の団体にあっては、

主たる事務所又は事務所の所在

地、名称及び代表者の氏名 



別紙１ 

地域産材使用実績書 

１ 対象建築物の建築場所 津市 

２ 対象建築物の種類 住宅（専用住宅・併用住宅） 

３ 
対象建築物の延べ床面積 

（併用住宅は居住面積） 
        平方メートル 

４ 建築契約年月日      年   月   日 

５ 着手年月日      年   月   日 

６ 棟上げ年月日      年   月   日 

７ 

対象使用量及び使用率  

木材使用量         立方メートル 

地域産材使用量         立方メートル 

地域産材使用率         パ－セント 

８ 

事業者 

 所在地 

 名 称 

 代表者職氏名 

 電話番号 

 

 

 

 

 

 

 

 

㊞ 

 

 

 



９ 

地域産材納品製材業者 

 所在地 

 名 称 

 代表者職氏名 

 電話番号 

 

 

 

 

 

 

 

㊞ 

 

 

10 

地域産材購入原木市場 

 所在地 

 名 称 

 代表者職氏名 

 電話番号 

 

 

 

 

 

 

 

㊞ 

 

 

主

要

部

材 
部材名 

地域産材 

(㎥) 

その他 

(㎥) 

合計 

（㎥） 

土台・大引・根太          

柱(通柱・管柱・間柱)    

桁・梁・筋かい    

小屋束・棟木・母屋・垂木      

計 
   

 



備考 

１ 使用量は、㎥単位とし、小数点以下第３位を四捨五入すること。  

２ 使用率は、％単位とし、小数点以下第２位を四捨五入すること。  

３ 業者等が複数の場合は、すべて記載すること。  

４ ８欄、９欄及び１０欄において、代表者の氏名を自署する場合は、押印を

省略することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   



別紙２ 

 

地域産材産地証明書 

 

年   月   日  

所在地                 

製材業者名               

代表者職氏名          ㊞ 

電話番号 

 

次のとおり津市木材利用促進事業補助金交付要綱第２条に規定する地域産材

を納品したことを証明します。                        

１ 納品先 

⑴ 建築工事名 

⑵ 建築業者名 

    所在地 

    代表者職氏名 

２ 納品内容 

主

要

部

材 

部材名 
地域産材 

(㎥) 

その他 

(㎥) 

合計 

（㎥） 
備考 

土台・大引・根太           

柱(通柱・管柱・ 

間柱) 
    

桁・梁・筋かい     

小屋束・棟木・母

屋・垂木   
    

計     

備考 

１ 代表者の氏名を自署する場合は、押印を省略することができます。  

２ 使用量は、㎥単位とし、小数点以下第３位を四捨五入すること。  



第３号様式（第９条関係） 

 

木材利用促進事業補助金請求書  

 

年   月   日  

 

（宛先）津市長 

 

（〒       ） 

住 所        

申請者 氏 名       ㊞  

 

 

 

 

電 話 

 

年   月   日付け津市指令 (記号番号 )で交付確定を受けた

津市木材利用促進事業補助金を次のとおり請求します。 

 

 

請求金額            円  

 

振 込 先 金 融 機 関   

口 座 番 号  

（請 求 者 名 義 に限 る ｡ ) 

１  普通   ２  当座  

 

口座番号 

口 座 名 義 人 

（ カ タ カ ナ ） 
 

 

法人その他の団体にあっては、

主たる事務所又は事務所の所在

地、名称及び代表者の氏名 


